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平成 30 年度 第２回国土技術政策総合研究所研究評価委員会 分科会 
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本日の評価方法等について 

（第二部会） 

 

１ 評価の対象 

平成３1 年度新規事項立て研究課題 

    ※事項立て研究課題：国総研が自ら課題を設定し、研究予算(行政部費）を確保し

実施する研究課題 

 

２ 評価の目的 

  「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」、「国土

交通省政策評価基本計画」等に基づき、公正かつ透明性のある研究評価を行い、評価

結果を研究の目的、計画の見直し等に反映することを目的としている。 

 

３ 評価の視点 

必要性、効率性、有効性について、以下の観点を踏まえ、国総研として実施すべき

か、事前評価を行います。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期のステージに振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の重視すべき点を踏まえ

た評価を行います。 

   （初期：革新性、中期：実効性や実現可能性、後期：普及・発展に向けた取組） 

 

４ 進行方法 

当部会が担当となっている研究課題毎に評価を行います。 

（１）研究課題の説明（１０分） 

研究内容、必要性・効率性・有効性の観点等からの説明 

 

（２）研究課題についての評価（１５分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論 

※ 意見については「評価シート」に逐次ご記入下さい。 

② 審議内容、評価シート及び事前意見をもとに、主査に総括を行っていた

だきます。 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価シート及び事前意見をもとに、後日、主査名で評価結果

としてとりまとめ、議事録とともに公表します。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、「事

務局」、「国総研」等として表記するものとします。 
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（参考）研究評価委員会分科会（7 月開催）の開催日程  
○第１回 国総研研究評価委員会分科会（第一部会） 

平成 30 年 7 月 6 日（金）  １0：００～１2：００ 於：三田共用会議所  

  

●第２回 国総研研究評価委員会分科会（第二部会） 

平成 30 年 7 月１3 日（金） １0：００～１2：００ 於：TKP 神田ビジネスセンター 

  

○第３回 国総研研究評価委員会分科会（第三部会） 

平成 30 年 7 月 19 日（木） １4：0０～１6：00 於：三田共用会議所  
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研究概要書：地震を受けた拠点建築物の健全性迅速判定技術の開発 

 
 

研 究 代 表 者 名：材料・部材基準研究室長 脇山 善夫 
関 係 研 究 部：建築研究部 
研 究 期 間：平成３１年度 ～ 平成３３年度 
研究費総額（予定）：約４５百万円 
技術研究開発の段階：中期段階 

 
 
１．研究開発の概要 

自治体の拠点建築物は、地震発生直後から災害対応のために継続使用が求められるが、地震直後の健

全性判定は、主に外観の目視等からの総合的な判定に依っているのが現状であり、建築物の健全性を必

ずしも適確に反映できていない。 

本研究開発では、自治体の規模の大小によらず、地震直後の災害対応を遅滞なく進められるよう、現

地で専門家が係わらなくても、建物管理者により迅速に、拠点建築物の健全性を判定できる、地震を受

けた拠点建築物の健全性迅速判定マニュアルを作成する。同マニュアルは、加速度計で判定する際の構

造健全性判定基準等と非専門家のための非構造部材の目視点検指針を組合せたものである。構造健全性

判定基準等は、加速度から健全性を判定するための構造健全性判定基準と同判定基準を用いたシステム

の信頼性等確保方策を作成する。目視点検指針は、非専門家が非構造部材の点検の際に活用できる非構

造部材目視点検指針を作成する。 

 

２．研究開発の目的・目標 
[アウトプット指標] 

・地震を受けた拠点建築物の健全性迅速判定マニュアル 

[アウトカム指標] 

・自治体が拠点の健全性を即座に把握でき、迅速な災害対応が可能となる。 

・災害時に復旧の拠点となる建築物の使用を早期に進めることで、地震後に安全に使うことができる拠

点建築物が増える。 

 

３．自己点検結果 
（必要性） 
 自治体の拠点建築物は地震発生直後から災害対応のために継続使用が求められるため、地震直後の災

害対応を遅滞なく進めるには、現地で専門家が係わらなくても、建物管理者により迅速に、拠点建築物

の健全性を判定できる技術の開発が必要である。 

 

（効率性） 
 構造体の構造健全性判定の工学的基準は学識者による助言を得て実施し、判定システムの信頼性・確

実性・安定性の検討は自治体等の協力を得て進める。非構造部材については、関連団体等の技術資料を

援用し、既存の知見が乏しい部材は実験等により技術資料を新たに収集する。これらにより効率的にマ

ニュアルを整備する。 
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●研究の実施体制 
国土交通本省（住宅局、官庁営繕部）とは研究を進めるにあたっての意見交換、調整を行う。国立研

究開発法人とは意見交換、必要に応じて実験を協同する。学識者とは意見交換を行うとともに構造体の

構造健全性判定の工学的基準を作成する際に助言を求める。関連団体、企業等とは意見交換を行う。自

治体、全国応急危険度判定協議会とは、意見交換を行うとともに、判定システムの信頼性等検討にあた

って協力を求め、研究成果の活用・普及に向けて作成したマニュアルを提示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●研究の年度計画と研究費配分 

年度計画と研究費配分 

区分（目標、テーマ、分野
等） 

実施年度 研究費総額 

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ 研究費配分 

 （研究費［百万円］） 約 12.9 約 12.9 約 12.9 総額 約 38.8 

地震を

受けた

拠点建

築物の 

健全性

迅速判

定マニュ

アルの

開発 

①-1 
構 造 健 全 性
判 定 基 準 の
検討 

構造健全性判定基準検討
のための構造解析 
 
拠点建築物等の地震記録
等の整理  

  

約 13.8 
［百万円］ 

①-2 

構 造 健 全 性
判 定 基 準 を
用いた判定シ
ステムの信頼
性等の検討 

 
判定システムの実
建築物への導入
に関する検討  

 

約 7.8 
［百万円］ 

②非構造部材目視
点検の高度化 

非構造部材の地震後損傷
程度に関する技術資料の
整理  

吊り天井の地震時
損傷評価の検討 

非構造部材目視
点検指針の検討 

約 11.2 
［百万円］ 

③健全性判定マニュ
アルの作成 

 
健全性判定マニュ
アルの検討  

 約 6.0 
［百万円］ 

 

（有効性） 
発災直後に拠点建築物の健全性を判定することにより、地震直後の災害対応に迅速に取りかかること

ができる。判定システムの信頼性・確実性・安定性の検討を踏まえた留意点を提示することで、民間で

の開発が進むとともに、各自治体への導入が進む。 
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研究概要書：地方都市における都市機能の広域連携に関する研究 

 

 

研 究 代 表 者 名：都市研究部 都市開発研究室長 石井儀光 
関 係 研 究 部：都市研究部（都市計画研究室、都市施設研究室） 
研 究 期 間：平成３１年度 ～ 平成３３年度 
研究費総額（予定）：約４３百万円 
技術研究開発の段階：初期段階 

 
 
１．研究開発の概要 

人口減少が深刻な地方都市において、自治体単独では維持できない都市機能を分担して

整備する広域連携の仕組みが求められている。中心都市との 1 対 1 の連携については、定

住自立圏などの取り組みが進められているが、複数市による広域の立地適正化計画等につ

いては、ほとんど取り組みが見られない。 

そこで本研究では、地方都市における広域での都市機能連携の検討を、主に交通の観点

から支援する技術を開発し、地方公共団体における広域連携の計画策定の推進に寄与する。 

 

２．研究開発の目的・目標 
地方都市における都市機能の広域連携の検討を行う際に参考となるように、都市機能に

応じた広域連携の条件・課題の明確化、人の行動データ等のビッグデータを用いた住民の

移動の実態および移動に関する課題の把握、広域連携に向けた移動特性の改善方策に関す

る検討を行い、地方自治体における広域連携の計画策定の推進を支援することを目的とす

る。 

 

３．自己点検結果 
（必要性） 
まち・ひと・しごと創生総合戦略（H29.12.22 閣議決定）において、地方版総合戦略を

策定するために必要と考えられる政策パッケージの１つとして、「まちづくりにおける地域

連携の推進」が掲げられ、連携中枢都市圏や定住自立圏の推進等が求められている。 

 

（効率性） 
人の行動データに関する分析については、国総研と NTT ドコモとの共同研究等による知

見を有する都市施設研究室と連携して実施する。広域連携のための交通対策に関する検討

についても、都市施設研究室と連携して実施する。また、都市機能の連携については、都

市機能の適正配置計画について支援ツールを開発している都市計画研究室と連携して実施

するなど、既存の知見を有効に活用して研究を進める。 
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● 研究の実施体制 

国総研の都市研究部を中心に研究を進め、関連した研究を行っている大学や研究機関の

研究者との意見交換により助言等を受けることとする。また、人の行動データの分析にあ

たり、NTT ドコモや KDDI・コロプラ等の人の行動に関するビッグデータを作成している機

関と連携する。また、都市機能の連携については、地方公共団体と連携し、現場の声を開

きながら検討を進める。また、研究成果が速やかに普及するよう、本省との連携を図る。 

 
 

●研究の年度計画と研究費配分 

年度計画と研究費配分 

区分 

（目標、テーマ、分野等） 

実施年度 
総研究費 
約４３ 

［百万円］ 

Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ 研究費配分 

①都市機能に応じた広域連携の条件・課題

の明確化 

   
約１３ 

［百万円］ 

②ビッグデータ等を用いた移動の実態およ

び課題の把握 

   
約２０ 

［百万円］ 

③広域連携に向けた移動特性改善方策に関

する検討 

   
約１０ 

［百万円］ 

 

（有効性） 
地方都市における都市機能の広域連携の検討を行う際に参考となるように、都市機能に

応じた広域連携の条件・課題の明確化、ビッグデータ等を用いた住民の移動の実態および

課題の把握、広域連携に向けた移動特性改善方策に関する検討を行い、地方自治体におけ

る広域連携の計画策定の推進に寄与する。 

 

ビッグデータを用いた人の移動の実態把握手法 
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果
等

）
備

考

①
都

市
機

能
の

広
域

連
携

に
関

す
る

事
例

を
収

集
し

、
都

市
機

能
の

内
容

の
詳

細
や

、
連

携
し

て
い

る
都

市
の

属
性

、
連

携
の

空
間

的
範

囲
、

施
設

の
立

地
状

況
、

地
域

間
の

公
共

交
通

の
状

況
、

連
携

の
課

題
等

を
整

理
す

る
。

②
上

記
①

で
整

理
し

た
事

例
に

基
づ

き
、

広
域

連
携

す
る

た
め

の
条

件
と

そ
れ

を
ク

リ
ア

す
る

た
め

の
課

題
を

抽
出

・
整

理
す

る
。

そ
の

結
果

を
併

せ
て

、
広

域
連

携
の

参
考

事
例

集
を

作
成

す
る

。

①
ビ

ッ
グ

デ
ー

タ
を

用
い

た
移

動
の

実
態

・
課

題
把

握
手

法

②
低

頻
度

公
共

交
通

に
よ

る
都

市
間

移
動

の
利

便
性

評
価

手
法

③
上

記
①

と
②

の
成

果
を

あ
わ

せ
て

、
連

携
都

市
間

の
移

動
実

態
と

課
題

把
握

の
た

め
の

手
引

き
を

作
成

①
公

共
交

通
の

自
動

運
転

に
よ

る
都

市
間

移
動

の
検

討

②
ラ

イ
ド

シ
ェ

ア
に

よ
る

都
市

間
移

動
の

検
討

③
施

設
配

置
の

見
直

し
や

、
サ

ー
ビ

ス
の

供
給

形
態

そ
の

も
の

の
見

直
し

等
に

よ
る

移
動

特
性

改
善

の
検

討

広
域

連
携

に
よ

っ
て

、
都

市
機

能
へ

の
移

動
（

ア
ク

セ
ス

）
に

問
題

が
生

じ
る

エ
リ

ア
に

お
い

て
、

従
来

の
枠

に
囚

わ
れ

な
い

公
共

交
通

の
自

動
運

転
等

の
方

法
や

、
施

設
配

置
あ

る
い

は
サ

ー
ビ

ス
の

供
給

形
態

そ
の

も
の

の
見

直
し

等
に

よ
り

、
地

域
の

移
動

特
性

を
改

善
す

る
こ

と
で

、
広

域
連

携
の

推
進

に
寄

与
す

る
。

研
究

課
題

名
：
地

方
都

市
に

お
け

る
都

市
機

能
の

広
域

連
携

に
関

す
る

研
究

（
事

項
立

て
課

題
）

地
方

都
市

に
お

け
る

都
市

機
能

の
広

域
連

携
の

推
進

に
よ

る
持

続
可

能
性

の
向

上

都
市

機
能

に
応

じ
た

広
域

連
携

の
条

件
・

課
題

の
明

確
化

地
方

自
治

体
に

お
い

て
都

市
機

能
の

広
域

連
携

を
検

討
す

る
際

に
参

考
と

な
る

事
例

集
に

よ
り

、
自

治
体

担
当

者
が

都
市

機
能

の
種

類
別

の
条

件
・

課
題

を
把

握
す

る
こ

と
で

、
検

討
の

円
滑

化
に

資
す

る
。

ビ
ッ

グ
デ

ー
タ

等
を

用
い

た
移

動
の

実
態

お
よ

び
課

題
の

把
握

広
域

連
携

に
よ

っ
て

、
都

市
機

能
へ

の
ア

ク
セ

ス
に

問
題

が
生

じ
る

エ
リ

ア
が

無
い

か
ど

う
か

を
、

移
動

の
実

態
に

照
ら

し
て

確
認

す
る

と
と

も
に

、
将

来
的

に
自

家
用

車
移

動
か

ら
公

共
交

通
へ

の
転

換
が

予
想

さ
れ

る
地

域
に

お
け

る
公

共
交

通
の

利
便

性
評

価
を

行
い

、
連

携
に

よ
り

移
動

に
課

題
が

発
生

す
る

地
域

を
事

前
に

把
握

す
る

こ
と

で
、

移
動

の
対

策
に

関
す

る
検

討
の

円
滑

化
に

資
す

る
。

広
域

連
携

に
向

け
た

移
動

特
性

改
善

方
策

に
関

す
る

検
討
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